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１．坂出市人口ビジョンの概要                            

 

（１）趣 旨 

進行する少子高齢化や人口減少に的確に対応し，東京圏への人口集中の是正と地域で住みよい環境を

つくり，活力ある日本社会を将来にわたって維持していくために，「まち・ひと・しごと創生」に関す

る施策を総合的かつ計画的に実施することを目的として，平成 26年 11月に『まち・ひと・しごと創生

法』が成立しました。 

国は，この法律に基づき，まち・ひと・しごと創生本部を設置し，平成 26年 12月に「長期ビジョン」

および「総合戦略」を提示しました。また，市区町村は，国や県のまち・ひと・しごと創生総合戦略を

勘案して，当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な

計画を定めるよう努めることとされました。 

本市においても，人口は減少を続け，総人口に占める年少人口および生産年齢人口の割合は減少傾向

にある一方で，老年人口の割合は増加を続けており，今後も，その傾向は強くなることが予測されてい

ます。 

こうした背景を踏まえ，国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および香川県の「香川県人口

ビジョン」を勘案し，本市の実情を踏まえた「人口ビジョン」を取りまとめます。 

 

 

（２）人口ビジョンの対象期間 

人口ビジョンの対象期間は，平成 72年（2060年）までとします。 
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２．まち・ひと・しごとに係る実態の把握                      

 

（１）「ひと」に関わる現状整理 

 

a) 総人口の推移 

生産年齢人口および年少人口は減少を続け，老年人口は増加が見られるが，全体として総人口は減少

傾向にある。高齢化率は年々増加しており，全国平均および県平均と比べて高い。平成 2年以降，老年

人口が年少人口を上回っている。 

平均寿命は，男性は全国および県平均と同年齢となっており，女性は平成 22 年に下がったことで，

全国および県平均よりも若干低くなっている。 

人口減少が進むことで税収減や人口密度の低下を引き起こし，生活サービス機能の維持が困難となる

ことなどが懸念される。 

 

 

■総人口および年齢 3区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢不詳は除く。 

社会経済分析システム（総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」） 
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■高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会経済分析システム（総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」） 
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b) 人口移動の状況 

人口変化の推移を見ると，特に 15～19歳から 20～24歳の人口変化において，市外への転出が顕著で

ある。一方で，20～24歳から 25～29歳の人口変化から，地元に戻ってきているような傾向がある。 

年齢別人口について，１歳階級ごとの人口動向によると，男女共通して，18 歳から 20 代においてマ

イナスの動向がみられるため，高校や大学等を卒業後は，地元以外へ出ていることが考えられる。また，

一部ではあるが 30 代でも若干プラスの動向がみられることから，結婚して地元に帰省した人や子ども

が生まれて地元に帰ってきたことなどが考えられる。以上のことから，若者の流出を食い止めることを

検討していく必要がある。 

若者の転出，出産・子育て世代の転出は，労働力人口の減少だけでなく，出生数の低下により，さら

なる少子化を引き起こすことが懸念される。 

 

■人口変化の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査」，「住民基本台帳人口移動報告」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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転出が顕著 

地域への出入りが多い。 
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■1 歳階級（0～50歳）男女別人口変化 坂出市の年齢別人口動向の推移 

 

＜男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜女性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年齢の残存率を求め，Ｈ16～Ｈ27 年の平均を算出し，生残率と比較したグラフ 
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（２）人口動態の状況 

 

a） 人口の動き 

平成 2年より死亡が出生を上回る自然減に転じ，減少幅は年々拡大傾向にある。香川県全体では平成

15 年より自然減に転じており，坂出市は高齢化が進み，県より 10 年以上早いペースで自然減少が推移

している。 

転出が転入を上回る社会減は，平成 21 年を除き継続している。減少幅は縮小傾向ではあるが，番の

州工業地帯の経済・雇用情勢や新設住宅戸数等の影響が大きいものと推測される。 

出生率の推移は，1,000人あたり約 6.7人の子どもが生まれる率となっており，県平均より低くなって

いる。平成 20～24年の合計特殊出生率は，全国平均よりも高くなっている。 

 

 

■自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数に関する調査」 

 

■社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数に関する調査」 
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■人口動態の推移 

単位：人 

香川県「人口移動調査報告」 

 

 

■出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 算出方法 出生数÷総人口×1,000 

※ （  ）内の順位は香川県内の順位 

厚生労働省「人口動態統計」，総務省「国勢調査報告」 
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■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省「人口動態保険所・市町村別統計（人口動態統計特殊報告）」 

 

 

■合計特殊出生率と有配偶率について 
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合計特殊出生率 備考
（平成20～24年） 15歳～49歳 20歳～39歳

1 宇多津町 1.72 56.8% 58.0% 20～39歳と15～49歳が数値逆転している

2 丸亀市 1.71 54.8% 54.2%

3 まんのう町 1.63 52.8% 48.8%

4 高松市 1.62 54.2% 52.7%

5 多度津町 1.61 54.6% 53.3%

6 善通寺市 1.58 49.4% 48.6% 大学あり

7 小豆島町 1.56 54.6% 54.3%

8 直島町 1.54 52.2% 49.1%

9 観音寺市 1.53 53.6% 50.8%

10 土庄町 1.52 52.6% 51.3%

11 三豊市 1.51 53.0% 49.1%

12 琴平町 1.50 50.1% 48.3%

13 坂出市 1.43 50.1% 47.6%

14 綾川町 1.41 53.0% 50.1%

15 さぬき市 1.32 51.1% 46.6%

16 三木町 1.31 50.6% 46.2%

17 東かがわ市 1.30 50.8% 46.6%

香川県 1.56 53.4% 51.4%

※ 女性の有配偶率＝配偶者のいる女性の割合（有配偶女性人口／女性人口）

（平成22年国勢調査による）

※ 20歳から39歳の女性について，合計特殊出生率と有配偶率との間には明らかに相関関係がみられる。

合計特殊出生率の算出基礎となる15歳から49歳の女性についても同様の傾向がみられる。

※ 本市と近隣市町の有配偶率を比較すると，本市は明らかに低い数値となっている。

これは女性だけでなく，男性においても同様の傾向がみられる。

※ この要因としては，結婚等を機に，近隣他市町へ転居する者が多いことが推測される。

※ さらに，転居の要因としては，１つには新婚世帯が住みやすい居住環境，特に居住物件が不足

していることが一因と推測される。（平成13年3月坂出市人口移動実態調査による）

区　　分
女性の有配偶率
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c）流入・流出の状況 

 

 ■従業地・通学地による人口（昼間人口）

（単位：人・％）

夜間人口 昼間人口

（A） （B）

17,049 10,953 55,621 61,717 108位

資料：平成22年国勢調査

※ 全国順位は全国1,901団体中の順位。四国では第１位の水準となっている。

※ 坂出市は従業地として近隣市町の県外への人口流出抑制のためのダム機能を有している。

■流出先・流入先別通勤者及び通学者（15歳未満を含む）

（単位：人）

流入－流出

総 数 就 業 者 通 学 者 総 数 就 業 者 通 学 者 総 数

17,049 15,376 1,673 10,953 9,688 1,265 6,096

16,585 14,957 1,628 10,487 9,383 1,104 6,098

高松市 3,717 3,458 259 4,251 3,915 336 △ 534

丸亀市 6,558 5,808 750 3,027 2,538 489 3,531

善通寺市 795 712 83 427 299 128 368

観音寺市 251 222 29 116 112 4 135

さぬき市 97 95 2 48 40 8 49

東かがわ市 22 20 2 12 12 0 10

三豊市 741 690 51 201 167 34 540

土庄町 1 0 1 6 6 0 △ 5

小豆島町 1 1 0 6 6 0 △ 5

三木町 103 102 1 48 43 5 55

直島町 0 0 0 4 4 0 △ 4

宇多津町 2,239 2,016 223 1,415 1,358 57 824

綾川町 708 674 34 432 420 12 276

琴平町 185 145 40 86 71 15 99

多度津町 651 570 81 312 296 16 339

まんのう町 516 444 72 96 96 0 420

464 419 45 466 305 161 △ 2

岡山県 197 157 40 262 157 105 △ 65

徳島県 86 85 1 34 32 2 52

愛媛県 68 65 3 55 47 8 13

その他 113 112 1 115 69 46 △ 2

資料：平成22年国勢調査

　　県　　　内

　　県　　　外

坂出市 111.0

区 分
他の市町から坂出市へ（流入） 坂出市から他の市町へ（流出）

総　　　　　数

区 分 流入人口 流出人口
昼夜間人口率

全国順位
(A)/(B)×100
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坂出市

宇多津町
通勤：2,016人
通学：223人

丸亀市
通勤：5,808人
通学：750人

高松市
通勤：3,458人
通学：259人

綾川町
通勤：674人
通学：34人

県内の他市町
通勤：3,001人
通学：362人

県内から流入
通勤 ：14,957人
通学 ： 1,628人
県内計：16,585人

県外から流入
通勤 ：419人
通学 ： 45人
県外計：464人

流入人口
通勤 ：15,376人
通学 ： 1,673人
流入計 ：17,049人

＜流入＞ 

流入人口は通勤が 15,376人，通学が 1,673人，流入計で 17,049人となっており，流入が流出（10,953）

を上回っている状況にある。 

県内からの流入が多く，通勤・通学ともに丸亀市や高松市，宇多津町などからの流入が多い。県外で

は，岡山県からの流入が，通勤・通学ともに多い。 

 

 

■流入人口（H22 通勤・通学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査」 

■通勤の上位 5地域（県内：市町，県外：都道府県） 

県内 県外 

順位 市町名 流入数（人） 順位 都道府県名 流入数（人） 

１ 丸亀市 5,808 １ 岡山県 157 

２ 高松市 3,458 ２ 徳島県 85 

３ 宇多津町 2,016 ３ 愛媛県 65 

４ 善通寺市 712 ４ 兵庫県 21 

５ 三豊市 690 ５ 高知県 19 

 

■通学の上位 5地域（県内：市町，県外：都道府県） 

県内 県外 

順位 市町名 流入数（人） 順位 都道府県名 流入数（人） 

１ 丸亀市 750 １ 岡山県 40 

２ 高松市 259 ２ 愛媛県 3 

３ 宇多津町 223 ３ 愛知県 1 

４ 善通寺市 83 ４ 徳島県 1 

５ 多度津町 81 ５ - - 
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坂出市

宇多津町
通勤：1,358人
通学：57人

丸亀市
通勤：2,538人
通学：489人

高松市
通勤：3,915人
通学：336人

綾川町
通勤：420人
通学：12人

県内に流出
通勤 ：9,383人
通学 ：1,104人
県内計：10,487人

県外に流出
通勤 ：305人
通学 ：161人
県外計：466人

流出人口
通勤 ：9,688人
通学 ： 1,265人
流出計 ：10,953人

県内の他市町
通勤：1,152人
通学：210人

 

＜流出＞ 

流出人口は通勤が 9,688 人，通学が 1,265 人，流出計で 10,953 人となっている。県内への流出が多

く，通勤・通学ともに，高松市，丸亀市，宇多津町等への流出が多い。県外では，岡山県，愛媛県への

流出が多い。 

 

■流出人口（H22 通勤・通学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査」 

 

■通勤の上位 5地域（県内：市町，県外：都道府県） 

県内 県外 

順位 市町名 流出数（人） 順位 都道府県名 流出数（人） 

１ 高松市 3,915 １ 岡山県 157 

２ 丸亀市 2,538 ２ 愛媛県 47 

３ 宇多津町 1,358 ３ 徳島県 32 

４ 綾川町 420 ４ 兵庫県 17 

５ 善通寺市 299 ５ 広島県 13 

 

■通学の上位 5地域（県内：市町，県外：都道府県） 

県内 県外 

順位 市町名 流出数（人） 順位 都道府県名 流出数（人） 

１ 丸亀市 489 １ 岡山県 105 

２ 高松市 336 ２ 大阪府 11 

３ 善通寺市 128 ３ 兵庫県 10 

４ 宇多津町 57 ４ 愛媛県 8 

５ 三豊市 34 ５ 京都府 6 
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d）転入・転出の状況 

＜近年の転入・転出者数について＞ 

平成 26 年における転入者は，香川県内からが最も多く，一部であるが愛媛県や徳島県などからも転

入していることがわかる。一方で，転出者も県内が多く，愛媛県や岡山県へも一部転出している。 

 

■転入・転出（H26 年（2014）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会経済分析システム（総務省「住民基本台帳人口移動報告書」） 
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■住民基本台帳人口移動報告（平成２６年）

０～
９歳

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

不詳/
その他

全年齢
総数

148 139 558 400 218 71 153 0 1,687

177 81 476 344 187 92 159 1 1,517

29 ▲ 58 ▲ 82 ▲ 56 ▲ 31 21 6 1 ▲ 170

０～
９歳

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

不詳/
その他

全年齢
総数

93 66 294 247 121 38 109 0 968

高松市 29 14 111 108 35 8 40 0 345

丸亀市 36 26 80 86 42 13 33 0 316

宇多津町 14 10 50 27 17 11 22 0 151

その他の市町 14 16 53 26 27 6 14 0 156

128 52 269 226 98 44 90 0 907

高松市 52 7 99 96 37 12 23 0 326

丸亀市 28 12 72 48 24 14 24 0 222

宇多津町 28 16 31 36 16 5 19 0 151

その他の市町 20 17 67 46 21 13 24 0 208

35 ▲ 14 ▲ 25 ▲ 21 ▲ 23 6 ▲ 19 0 ▲ 61

高松市 23 ▲ 7 ▲ 12 ▲ 12 2 4 ▲ 17 0 ▲ 19

丸亀市 ▲ 8 ▲ 14 ▲ 8 ▲ 38 ▲ 18 1 ▲ 9 0 ▲ 94

宇多津町 14 6 ▲ 19 9 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 3 0 0

その他の市町 6 1 14 20 ▲ 6 7 10 0 52

県内移動の状況をみると，高松市，丸亀市，宇多津町との人口移動が多数を占めている。

０～
９歳

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

不詳/
その他

全年齢
総数

55 73 264 153 97 33 44 0 719

東京圏 8 26 70 22 18 4 11 0 159

京都・大阪・兵庫 9 17 69 30 21 4 11 0 161

岡山・広島 11 8 34 31 13 8 5 0 110

四国３県 14 11 48 33 29 10 7 0 152

その他 13 11 43 37 16 7 10 0 137

49 29 207 118 89 48 69 0 610

東京圏 14 3 40 22 17 10 13 0 119

京都・大阪・兵庫 12 5 35 34 21 7 19 0 133

岡山・広島 9 4 20 16 12 5 6 0 72

四国３県 6 13 61 22 16 13 8 0 139

その他 8 4 51 24 23 13 23 1 147

▲ 6 ▲ 44 ▲ 57 ▲ 35 ▲ 8 15 25 0 ▲ 109

東京圏 6 ▲ 23 ▲ 30 0 ▲ 1 6 2 0 ▲ 40

京都・大阪・兵庫 3 ▲ 12 ▲ 34 4 0 3 8 0 ▲ 28

岡山・広島 ▲ 2 ▲ 4 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 1 ▲ 3 1 0 ▲ 38

四国３県 ▲ 8 2 13 ▲ 11 ▲ 13 3 1 0 ▲ 13

その他 ▲ 5 ▲ 7 8 ▲ 13 7 6 13 1 10

※ 東京圏：東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県

県外移動の状況をみると，東京圏，大阪圏，岡山・広島県への転出超過が顕著である。

県外への転出者数

内
訳

県外からの転入者数

内
訳

（転入－転出）

内
訳

内
訳

県内他市町からの転入者数

内
訳

（転入－転出）

内
訳

県外移動

人口移動合計

転出者数

転入者数

（転入－転出）

県内移動

県内他市町への転出者数
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ｅ）新設住宅着工戸数の状況 

＜平成元～25年度における坂出市および近隣の丸亀市，宇多津町の状況＞ 
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国土交通省「建築統計年報」による 

 

○ 平成元～3 年頃までのいわゆるバブル経済期において，近隣の丸亀市，宇多津町での分譲住宅

（マンション含む。）の新設数が非常に多い。平成元年以降の本市の人口減少の一因と考えられ

る。 

○ 平成 18 年以降，坂出市においても分譲住宅の建設が進んでいるが，近年は，他市町と比べ低

調になっている。 

○ 平成 18 年以降，沈静化していた本市人口の社会減少が，近年若干増加傾向となっている一因

と考えられる。 

 

 

 ※ バブル経済期 昭和 61（1986）年 12 月～平成 3（1991）年 2月 

 ※ 都市計画線引き廃止 平成 16（2004）年 5 月 17 日 

 ※ 坂出駅南口駅前広場供用開始 平成 17年 3 月 3 日 



16 

 

（３）「しごと」に関わる現状整理 

 

a) 産業 

市内就業者のうち，産業別でみると男性は「製造業」の占める割合が最も多く，女性は「医療，福

祉」が最も多い。また，男女共通して「卸売業，小売業」が多い。 

全国と比較して，「漁業」や「農業，林業」などの第 1 位次産業は，特化係数が 1.0 を超えている

ことから，全国よりも特化している傾向にあるが，従業者数は少なく雇用が見込めない状況にある。

また，「運輸業，郵便業」は，男女ともに特化係数も高く，従業員数も比較的高い結果となっている

ことから，一定の雇用が見込めると考えられる。 

 

■産業別従業員数・特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特化係数１を超えた産業は，全国より特化している産業を示す。 

特化係数＝坂出市の X産業の就業者比率／全国の X産業の就業者比率 

（特化係数が 1を超える産業） 

※特化係数が１であれば，全国と同様，１以上であれば，坂出市の産業は特化していると考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査報告」 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

従業者数(男) 従業者数(女) 特化係数(男) 特化係数(女) 特化係数1

(従業者数) (特化係数)
↑Cの特化係数は、男：2.60、女：2.67

製造業は，特化

係数 1以上で，

男性の従業者

数が多い。 

医療，福祉は，

特化係数 1 以

上で，女性の従

業者数が多い。 

特化係数(男) 従業者数(男)
Ｂ漁業 2.60 142
Ａ農業，林業 1.31 698
Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 1.27 126
Ｈ運輸業，郵便業 1.24 1324
Ｅ製造業 1.19 3228
Ｄ建設業 1.15 1770
Ｐ医療，福祉 1.13 663
Ｑ複合サービス事業 1.09 96

特化係数(女) 従業者数(女)
Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業 2.67 4
Ｂ漁業 1.78 33
Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 1.56 27
Ｈ運輸業，郵便業 1.50 392
Ｑ複合サービス事業 1.47 103
Ｄ建設業 1.24 365
Ｐ医療，福祉 1.18 2399
Ｏ教育，学習支援業 1.10 702
Ｅ製造業 1.09 1410
Ａ農業，林業 1.08 420
Ｓ公務（他に分類されるものを除く） 1.08 244
Ｉ卸売業，小売業 1.07 2299
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b) 雇用力のある産業，稼ぐ力のある産業 

「雇用力」および「稼ぐ力」のある産業については，「医療業」，「社会保険・社会福祉・介護事業」，

「道路貨物運送業」，「食料品製造業」，「輸送用機械器具製造業」が高くなっている。 

「医療業」については，雇用力が高く，女性の特化係数も 1以上であることから，今後も雇用面で

受入れの素地があると考えられる。 

 

■雇用力-稼ぐ力の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※修正特化係数（例） 

市の繊維工業従事者比率（約 1.7％）を日本全体の繊維工業従事者比率（約 0.7％）で割った値（約 2.5）が市の繊

維工業の特化係数。修正特化係数はそれを輸出入額で調整したもの。               （※数値も例） 

 

■雇用力-稼ぐ力のランキング（上位 5位） 

順位 雇用力 稼ぐ力 

1 83 医療業 17 石油製品・石炭製品製造業 

2 85 社会保険・社会福祉・介護事業 45 水運業 

3 44 道路貨物運送業 31 輸送用機械器具製造業 

4 09 食料品製造業 01 農業 

5 31 輸送用機械器具製造業 47 倉庫業 

 

平成 24 年経済センサス‐活動調査用 

01農業

09食料品製造業
17石油製品・石炭製品製造業

31輸送用機械器具製造業

44道路貨物運送業

45水運業47倉庫業

76飲食店

83医療業

85社会保険・社会福祉・介護事業

0％

1％

2％

3％

4％

5％

6％

7％

8％

9％

10％

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5

雇用力

（従業者割合）

稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）
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ｃ) 産業人口の状況 

年齢別構成比率をみると，「製造業」，「運輸業，郵便業」，「卸売業，小売業」，「医療，福祉」が，各

年代均一に分布している。一方で，第 1次産業の中でも特に農業や漁業の高齢化が著しく進行している

ことがわかる。 

「農業，林業」は平成 22年において約 77％が 60歳以上であり，若者が少なく，後継者不足となって

いることから，産業の衰退が懸念される。従業員数については，半数以上の業種で減少傾向となってい

る。 

 

■産業構造（人口） 年齢別・産業別人口 H22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査(H22)」 

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計

Ａ 農業，林業

Ｂ 漁業

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業

Ｄ 建設業

Ｅ 製造業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ 情報通信業

Ｈ 運輸業，郵便業

Ｉ 卸売業，小売業

Ｊ 金融業，保険業

Ｋ 不動産業，物品賃貸業

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ 教育，学習支援業

Ｐ 医療，福祉

Ｑ 複合サービス事業

Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）

Ｔ 分類不能の産業

 年齢の高い

人が多く分

布している。 
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■産業構造（人口） 年齢別・産業別人口 H22（内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査(H22)」 

 

■産業別従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H21～H24 にかけて従業員数が増えた産業）※赤色の企業が増加 

A・B農林漁業 

C 鉱・採石・砂利採取業 

D 建設業 

E 製造業 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 

G 情報通信業 

H 運輸・郵便業 

I 卸売･小売業 

J 金融・保険業 

K 不動産・物品賃貸業 

L 学術研究，専門・技術サービス業 

M 宿泊・飲食サービス業 

N 生活関連サービス・娯楽業 

O 教育・学習支援業 

P 医療・福祉 

Q 複合サービス業 

R サービス業(他に分類されないもの） 

S 公務(他に分類されないもの） 

総務省・経済産業省「平成 21，24 年経済センサス－活動調査」 

 

A・B

588

547

C

56

3

D

2,790

2,089

E

7,076

7,247

F

342

198

G

117

95

H

2,706

2,991

I

5,977

4,925

J

496

436

K

710

698

L

960

723

M

2,368

2,036

N

1,017

895

O

1,154

478

P

4,735

4,385

Q

197

224

R

1,562

1,299

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

H21

H24

 224 

総数 15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上
総計 24,942 267 3,350 5,471 4,764 5,244 4,298 1,256 292

Ａ 農業，林業 1,118 1 55 49 48 105 396 370 94

Ｂ 漁業 175 1 10 19 17 33 48 41 6
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 8 0 1 1 1 3 2 0 0
Ｄ 建設業 2,135 23 230 490 399 497 418 69 9
Ｅ 製造業 4,638 70 731 1,185 862 985 692 92 21
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 153 1 18 38 34 42 18 2 0
Ｇ 情報通信業 293 0 46 107 79 42 16 2 1
Ｈ 運輸業，郵便業 1,716 9 155 408 403 395 304 41 1
Ｉ 卸売業，小売業 4,265 52 595 949 820 834 737 218 60
Ｊ 金融業，保険業 560 0 104 120 126 149 47 9 5
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 313 4 29 58 36 47 91 35 13
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 592 5 54 115 129 147 107 27 8
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 1,201 55 159 228 183 234 275 57 10
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 792 7 144 149 115 141 168 63 5
Ｏ 教育，学習支援業 1,099 3 100 233 279 353 107 18 6
Ｐ 医療，福祉 3,062 10 622 768 636 602 353 58 13
Ｑ 複合サービス事業 199 1 29 57 44 51 15 2 0
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 1,167 1 87 215 214 257 315 73 5
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 847 1 105 177 240 240 64 16 4
Ｔ 分類不能の産業 609 23 76 105 99 87 125 63 31
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d) 労働力・就業 

労働力人口は，香川県同様，年々減少している状況にあり，県平均の変化率よりも低いことから，今

後も労働力が減少する可能性がある。就業率も，全国や県平均よりも低く，年々減少している状況にあ

る。完全失業率は，県平均よりも高い状況にある。 

有効求人倍率をみると，平成 25年までは上昇し，平成 26年になって下がってはいるが，全国平均よ

りも高い結果となっていることから，一定の雇用力を持っていると考えられる。 

 

 

■労働力人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省・「国勢調査報告」 

 

■労働力人口の変化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成７年を 1.00 とした変化率 

総務省・「国勢調査報告」 
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■就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※就業率＝就業者数÷15 歳以上人口×100 

※ （）内の順位は香川県内の順位 

 総務省「国勢調査報告」 

■完全失業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※完全失業率＝完全失業者÷労働力人口×100 

※ （）内の順位は香川県内の順位 

 総務省「国勢調査報告」 

■有効求人倍率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県の数値は，季節調整値である。 

香川労働局 
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1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

H7 H12 H17 H22

0.94

1.23

1.34

1.44

坂出 1.30

香川県 1.34

高松 1.40

丸亀 1.21

観音寺 1.59

さぬき 1.11

土庄 1.40

全国 1.11

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

H22 H23 H24 H25 H26

(倍)

全国平均より

も高く，県平均

よりも低い 

直島町（1位） 57.4

観音寺市（2位） 57.3

三木町(3位） 55.9

さぬき市(15位） 52.0

59.2

55.8

52.9

坂出市(16位） 51.1

小豆島町(17位） 49.6

香川県 54.5

全国, 54.1

45

50

55

60

65

70

H7 H12 H17 H22

（％）

減少が続いている。 
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e) 女性の就業状況 

本市の女性の労働力率において，平成 2年では，30～34歳で労働力率が最も低いＭ字カーブを描いて

いたが，平成 22 年では 30～39 歳の離職が少なくなり（全体的に離職が少ない状況となっている），Ｍ

字を描かない緩やかなかたちとなっている。 

平成 22年の労働力率は，全国平均よりも高く，県平均と同水準となっている。 

 

 

 

■女性の労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総務省「国勢調査報告」 
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（４）「まち」に関わる現状整理 

 

a) 坂出市の認知度等 

坂出市の認知度の順位は年々下降しているのに対して，平成 26 年の魅力度や情報接触度，居住意

欲度が上昇していることから，瀬戸内国際芸術祭のイベント等を経て，魅力等が上昇したと考えられ

る。 

 

 

■認知度                    ■魅力度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■情報接触度                  ■居住意欲度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 認知度：各市町村についてどの程度知っているかの度合い 

※ 情報接触度：過去１年間に坂出市について情報，話題を見たり聞いたりしたことがあるかの度合い 

※ 魅力度：どの程度魅力を感じているかの度合い 

※ 居住意欲度：住んでみたいと思うかの度合い 

※ 表示している順位は，1,000 市区町村中の順位 

 

株式会社ブランド総合研究所「地域ブランド調査ハンドブック」 
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b) 交流人口 

「瀬戸大橋記念館」の観光客の推移は，施設のリニューアル等により平成 25年度に初めて 10万

人を超える結果となっている。瀬戸大橋には観光客が訪れており，外部に向け，地域の魅力等を含

めて情報発信等を進めていくことで，交流人口増加につながることが考えられる。 

 

 

■主要観光施設利用者数（瀬戸大橋記念館） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

四国の主要観光地入込状況（四国運輸局企画観光部） 
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（５）将来人口の見通し 

 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に基づき本市の総人口を推計した結果，平成 52年には 40,019

人となり，平成 72年は 30,065人となることから，ほぼ直線的に人口減少が続くと試算されている。 

また，本市の総人口に占める生産年齢人口割合は，平成 22年の 32,720人が平成 72年には 15,173

人とほぼ半分まで減少し，年少人口割合は平成 22年の 6,704人が平成 72年には 2,716人と約 4,000

人減少する。 

これに対し，老年人口の割合は，平成 22年の 16,194人が平成 32年に 18,101人まで増え，これを

ピークに減少し続け，平成 72年には 12,177人まで減少する。以上のことから，人口は減少し続ける

とともに，少子高齢化が確実に進むことになる。 

 

■将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

■年齢３区分将来推計人口割合（パターン１（社人研推計準拠）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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（６）人口の変化が本市の将来に及ぼす影響の考察 

 

 現在の人口動向や雇用・労働状況等の見通しを踏まえて，これらの変化による今後の本市の将来に

及ぼす影響について以下に考察をまとめる。 

 

■ 地域住民への影響 

 総人口の推移から，生産年齢人口と年少人口は年々減少していくが，老年人口は年々増加し，将

来推計からも平成 32 年までは増加が続くと予測されていることから，高齢者と若い世代との年

齢構成のバランスが崩れ，この影響により，地域コミュニティの維持や地域での支え合い，地域

活動の実現が困難となって，活力の低下にもつながると懸念される。 

 出生に対し，死亡が多く，合計特殊出生率も平成 20 年から平成 24 年にかけて，微増となっては

いるが，将来推計から今後さらに人口が減少すると予測されていることから，出生数は今後も減

少していくと考えられる。この状況に歯止めをかけるために，若い世代を地域に呼び込むなどの

対策等を検討していく必要がある。 

 

■ 生活環境への影響 

 高齢化率は，今後も増加していくと考えられるため，後期高齢者のみの世帯が増加することも考

えられる。これにより，高齢者の生活や介護・福祉に対するケアがより一層必要となる。 

 高齢者層の増加により，医療・介護・福祉サービスの産業は拡大していく可能性がある。 

⇒市民アンケートの結果から，坂出市の自慢できるところとして，「医療機関の整備や環境」を挙

げる回答者が 40％いることや県内と比べても医療の水準が高いことからも継続して充実させて

いく必要がある。 

 地域の活力や購買力の低下により，買い物できる環境や医療，公共交通といった日常生活におけ

る様々なサービスの維持が困難となる可能性がある。 

 空地や空家が増えることに伴い，環境の悪化が懸念される。 

 平成 18年以降，坂出市において分譲住宅の建設が進んでいるが，近年は他市町と比べ低調になっ

ていることから，子育て世代や若い世代が住みやすい環境を構築していく必要がある。 

 

■ 経済活動への影響 

 労働力人口の減少が今後も進むことで，人材不足が深刻化し，企業の廃業や撤退など，産業活力

の低下が懸念される。特に，第 1 次産業は高齢化が深刻化しており，次世代の担い手（後継者）

が必要になると考えられる。 

 有効求人倍率は平成 26年に減少しており，就業率は年々減少していることから，今後も減少が続

いていくことが予測されるため，雇用を生み出せる環境を構築していく必要がある。 

 通勤・通学で県内・県外から流入が多いことから，人口流出抑制のためのダム機能を有している

と考えられるため，その素地を活かし，定住人口に繋げるなどの取組を進めていく必要がある。 

 今後も継続して人口が減少することにより人材不足が進行するため，優れた人材を確保するため

の取組を検討する必要がある。 
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■ 子ども・子育てへの影響 

 人口減少と少子高齢化が進行することで，地域で子どもを育てることや見守るといった体制がと

れず，そういった環境を育てていこうとすることも困難になる恐れがあり，子育て世代のさらな

る流出を招くことが懸念される。 

 老年人口が増加することから，定年後のシルバー世代による，地域のボランティアやまちづくり

への参加が増えることにより，地域を支える人材の増加が期待できる。そのため，例えば，子ど

もたちの見守りや子育てしながら働いているお母さんに代わって，子育てを支援するような取組

を進めていくことも検討する必要がある。 
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３．人口の将来展望                                

（１）目指すべき将来の方向 

 

a) 坂出市の強みと弱み 

 坂出市における「人口減少対策に向けた」強みと弱みを整理する。 

 

強み 弱み 

 高齢者が増えることで，地域での日中の見守り

が増える。 

 流入が流出を上回っている状況にある。 

 流入人口が増加することで，定住人口を増やせ

る可能性がでてくることと併せて，雇用の場や

若い世代が住みやすくなるような場を創出して

いくことで，労働力人口を増やすことに繋げて

いけると考えられる。 

 市内就業者のうち，産業別でみると男性は「製

造業」の占める割合が最も多く，女性は「医療，

福祉」が最も多い。また，共通して「運輸業，

郵便業」の特化係数が高いことから，雇用が見

込めると考えられる。 

 「雇用力」および「稼ぐ力」のある産業は，「医

療業」，「社会保険・社会福祉・介護事業」，「道

路貨物運送業」，「食料品製造業」，「輸送用機械

器具製造業」が高くなっている。 

 「医療業」については，雇用力が高く，女性の

特化係数も 1 以上であることから，今後も雇用

面で受入れの素地があると考えられる。 

 有効求人倍率は，全国平均よりも高く，一定の

水準を有している。 

 本市の女性の労働力率は，平成 22年において全

国平均よりも高く，県平均と同水準となってい

る。 

 平成 26年の魅力度や情報接触度，居住意欲度が

上昇している。 

 瀬戸大橋には 10万人もの観光客が訪れており，

外部に向け，地域の魅力等を含めて，情報発信

等を進めていくことで，交流人口増加に繋がる

ことが考えられる。 

 坂出 ICや瀬戸大橋等があり，交通網が優れてい

る。 

 坂出港が重点港湾となっている。 

 医療に関する指標では，香川県内の都市と比較

して高い水準にある。 

 今後は高齢化が進み，生産年齢人口が減少する

ことから，高齢者を支えるための若者の 1 人当

たりの負担が増える。 

 人口減少が進むことで税収減や人口密度の低下

を引き起こし，生活サービス機能の維持が困難

となることや，地域コミュニティの希薄化が懸

念される。 

 高校卒業や大学進学等による若者の流出が顕著

である。 

 若者の転出，出産・子育て世代の転出は，労働

力人口の減少だけでなく，出生数の低下により，

更なる少子化を引き起こすことが懸念される。 

 市外へ通勤・通学している市民が増加していこ

とで，市内の労働力人口や定住者等の低下が懸

念される。 

 第 1 次産業の中でも特に農業や漁業の高齢化が

著しく進行していることがわかる。 

 労働力人口は，香川県同様，年々減少している

状況にあり，今後も減少する可能性がある。 

 就業率は，全国や県平均よりも低く，年々減少

している状況にある。 

 坂出市の認知度の順位は年々下降している。 

 

b） 人口減少対策の方向性（目指すべき将来の方向） 

今後の議論等を踏まえて，内容を検討する。 
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（２）人口の将来展望 

 

「目指すべき将来の方向」を踏まえた施策の効果を見込み，国や県の長期ビジョンを勘案した，出

生率と移動率の設定を行い，平成 72年までの人口展望を整理する。 

 

パターン➀：人口減少を抑制する施策を講じない場合は，約 3万人まで人口が減少すると試算されて

いる。 

 

パターン②：国や県の動向などを踏まえ，出生数を向上させる施策を講じて，合計特殊出生率 1.80

を平成 42 年に，人口置換水準である 2.07 を平成 52 年に達成するとした場合，➀と比

較すると，人口減少の下降は緩やかである。平成 72 年の人口は約 3.5 万人になると試

算されている。 

 

パターン③：さらに，③の試算に加え，定住人口を増加させる施策を講じ，平成 47 年に社会増減ゼ

ロ（移動均衡（ゼロ））を達成した場合，②と比較すると，人口減少の下降は，さらに

ゆるやかになり，平成 72年の人口は約 3.8万人となると試算されている。 

 

参考   ：日本創成会議による推計結果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン① 55,621 53,418 50,993 48,346 45,610 42,826 40,022 37,375 34,882 32,472 30,065

参考 55,621 53,415 50,777 47,869 44,868 41,800 38,681

パターン② 55,621 53,559 51,411 49,138 46,857 44,644 42,545 40,615 38,838 37,165 35,548

パターン③ 55,621 53,973 52,092 50,048 48,014 46,024 44,116 42,417 40,893 39,507 38,188
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将来人口推計

・パターン①（国立社会保障・人口問題研究所推計準拠） 

・参考：日本創成会議の将来推計 

・パターン②（パターン①＋出生率上昇） 

・パターン③（パターン②＋移動均衡（ゼロ) ① 

② 

③ ○参  


